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田原市都市計画マスタープラン及び田原市立地適正化計画の改定について

本市では、平成 21 年 3 月に「田原市都市計画マスタープラン」を策定し、その後に、本格的な人口減

少・少子化時代の到来に対して、人口減少をできる限り抑制するとともに、より一層災害に強いまちづく

りに取り組むため、平成 28 年 3月に「改定版 田原市都市計画マスタープラン」を策定し、さらに、令和

2年3月に都市再生特別措置法第81条に基づき、住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るため、

「田原市立地適正化計画」を策定しました。 

これらの計画に基づき都市づくりを進めてきましたが、①人口減少が予測より進んでいる状況である

こと ②令和 2年 6月に都市再生特別措置法が改正され、土砂災害や水害に対して、居住や都市機能の誘

導を図る上で必要となる防災・減災対策を計画的かつ着実に講じるため、「防災指針」を立地適正化計画

に定めるよう位置付けられたこと ③新たに河川氾濫や高潮による浸水想定が公表され災害リスクを分

析する必要が生じたことなどにより、両計画について一部見直し（改定）を行うこととしました。 

見直しに当たっては、計画の理念や目標などの方向性や目標年次は基本的には変更せず、上位計画であ

る現在改定作業中の田原市総合計画と整合性を図り、現況に合わせた見直しを行います。 

（１） 改定のポイント 

①改定版 田原市都市計画マスタープラン［平成 28年 3月］ 計画期間 8年目

○ 推計人口及び目標人口の下方修正が見込まれる中、将来都市フレームの設定から市街化区域
拡大候補地の考え方の整理（現計画 42～44 頁） 

○ ネットワーク形成の方針となる将来都市構造図の更新（現計画 48,49 頁） 

○ 人口減少における市街化調整区域内の居住のあり方の整理（現計画 53 頁） 

○ 立地適正化計画における防災指針の反映 

②田原市立地適正化計画［令和 2年 3月］ 計画期間 4年目

○ 計画策定後に法改正により定められた防災指針の策定 

○ 新たに示された災害情報（高潮及び洪水による浸水予想）を受けた災害対応の更新及び誘導区
域の設定方針の整理 

（防災指針について） 

・ 立地適正化計画については、国が定める「都市計画運用指針」や「立地適正化計画作成の手引き(防

災指針のガイドライン)」等に基づき、防災指針の内容を盛り込みます。 

・ 具体的には、田原市における災害リスク分析を行い、防災・減災まちづくりに向けた課題の抽出を踏

まえた居住誘導区域を設定し、誘導区域内外の防災・減災対策の取組方針等を示します。 

 資料１  

防災指針の検討 
出典：立地適正化計画作成の手引き 

（令和 5年 3月改定） 国土交通省 
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第２部 地域別構想 第３部 地区別構想 第１部 全体構想 

Ⅱ.都市づくりの課題 

Ⅴ.土地利用の方針 

Ⅵ.都市施設整備の方針 

Ⅶ.住宅・宅地の整備方針 

Ⅷ.都市景観形成の方針 

Ⅸ.観光・交流の活性化に関
する方針 

Ⅹ.防災施設整備の方針 

Ⅱ.地域別構想 

1.田原地域 

（細項目は同上） 

2.赤羽根地域 

（細項目は同上） 

3.渥美地域 

Ⅲ.都市づくりの理念と目標 

Ⅳ.将来の都市構造 

Ⅰ.田原市の現況 

Ⅰ.地域区分 

1)地域特性 

2)地域づくりの目標 

3)地域の将来構造 

4)地域のまちづくりの
方針 

5)市街化区域及びその
周辺の整備の方針 

Ⅰ.地区づくりの目標 

Ⅱ.地区の土地利用方針 

Ⅲ.地区の身近な施設の方針 

Ⅳ.その他の地区づくりの方
針 

（地区の特性に応じて必要
な項目を設定して策定） 

改定版 田原市都市計画マスタープラン［平成28年 3月］の概要 

 目標年次                                                        

本計画の計画期間は平成 28（2016）年度～平成 47（2035）年度と定めますが、今後の社会情勢の変

化や上位計画等に変更が生じた場合は、必要に応じて見直しを行います。 

 計画の構成                                                        

本計画は、市全域のまちづくりの指針となる「全体構想」と、地域の特性を活かした「地域別構想」、

及び校区程度の地区単位で定める「地区別構想」で構成します。 

ただし、地区別構想は、今後住民等が主体となって随時定めていくものであり、本マスタープランで

は、全体構想及び地域別構想を下図の構成で整理するとともに、地区別構想策定の仕組みや考え方など

について示します。 

令和 5年度改定 

（2023）
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 都市づくりの理念                            

本市の「街」（市街地）は、すでに比較的コンパクトに形成されています。今後の都市づくりは、「街」

（市街地）と「町」（集落）を効率的につなぐネットワークを構築するとともに、それぞれの個性を活

かすことで活力を創出し、都市の豊かさと農村・漁村の豊かさを併せもつガーデンシティを目指しま

す。 

 都市づくりの方向性                                   【現計画 38,39 頁】

本市の都市づくりは、市街地と集落等が機能を適切

に分担しながらネットワークによって繋がれ、それぞ

れが共に生き続けられる多極ネットワーク型コンパ

クトシティを目指します。 

① 4つの市街地の役割分担 

② 市街化調整区域の集落への対応 

③ 道路軸の活用 

④ 多様な交通体系の活用 

⑤ 鉄道駅周辺の土地利用 

 将来の都市構造                                      【現計画 48,49 頁】

将来都市構造図 
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田原市立地適正化計画［令和2年3月］の概要 

 目標年次                                                        

立地適正化計画は、居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘導により、

都市全域を見渡したマスタープランとして位置づけられる「市町村マスタープランの高度化版」である

とともに、将来の目指すべき都市像を実現する「戦略」としての意味合いを持つことから、目標年次を、

改定版田原市都市計画マスタープランと同じ 2035 年度までの期間とします。 

目標年次： 2035 年度（令和 17 年度） 

 都市の将来像                                                   

目標年次同様、改定版田原市都市計画マスタープランの理念を踏襲します。 

 まちづくりの目標                                                       

目標① 地域にふさわしい都市機能の配置・誘導による拠点（市街地）づくり 

目標② 集落から拠点（市街地）に気軽にアクセスできるまちづくり 

目標③ 災害等に対応した安心・安全なまちづくり 

目標④ 歩いて暮らせる健康的で魅力的なまちづくり 

 目指すべき都市の骨格構造（公共交通軸）
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 居住誘導区域・都市機能誘導区域

 誘導施設                                                        

◆誘導（赤字）：新たに誘導を図るべき施設 

◆維持（黒字）：現在立地する施設で、将来の機能更新等に備えて維持の必要性のある施設 

◆維持・充実（青字）： 現在立地している施設の維持に加え、更に充実（誘導）すべき施設 

誘導施設 
中心拠点 

（田原市街地） 

地域拠点

赤羽根拠点 福江拠点

①行政施設 

・市役所 ・市民センター ・支所 

・文化会館  ・図書館 

・博物館   ・総合体育館 

・民俗資料館 

・図書館 ・図書館 

②教育施設 ・専門学校  ・大学 ― ― 

③商業施設 

・スーパーマーケット※ 

（食料品・衣料品）500 ㎡以上 

・スーパーマーケット 

 （食料品・衣料品）500㎡以上 

・スーパーマーケット 

 （食料品・衣料品） 500 ㎡以上

・商業施設 1,000 ㎡以上 ― ・商業施設 1,000 ㎡以上 

④医療施設 ・病院（20床以上） ― ・病院（20床以上）

⑤子育て支

援施設 

・地域子育て支援センター ・地域子育て支援センター ・地域子育て支援センター 

・児童センター ・親子交流施設 ― ― 

⑥福祉施設 ・福祉センター ― ・福祉センター 

※食料品又は衣料品売場を含む店舗面積 500 ㎡以上の施設

中心拠点 

福江拠点 

赤羽根拠点 
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（２）計画改定スケジュール 

改定委員会（予定） その他

・計画改定について 

・将来人口について 

・災害リスクの分析と課題の整理について 

【都市計画マスタープラン】 

・都市づくりの課題について（全体構想） 

・将来都市構造について（全体構想） 

・将来都市フレームについて（全体構想） 

【立地適正化計画】 

・居住誘導区域等の設定（素案）について 

【都市計画マスタープラン】 

・各方針について（全体構想） 

【立地適正化計画】 

・居住誘導区域等の設定（案）について 

・防災・減災対策について 

・防災・減災の目標設定 

・立地適正化計画の基本方針について 

【都市計画マスタープラン】 

 ・地域別構想について 

【立地適正化計画】 

・誘導施設について 

・誘導施策について 

【都市マスタープラン】【立地適正化計画】 

・改定案について 

  ※必要に応じて書面開催を予定 

・改定案作成 

・改定案の修正 

パブリックコメント【2 月頃】 

第 1 回 改定委員会 【8月 10 日】 

都市計画審議会【3月  日】 

第 2 回 改定委員会 【10 月 12 日】 

第 3 回 改定委員会 【11 月  日】 

第 4 回 改定委員会 【12 月  日】 

第 5 回 改定委員会 【2月 日】 

第 6 回 改定委員会 【3月  日】 



 資料２  

将来人口について 

目   次  
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将来人口の見通し 

1 将来人口の見通し 

現行の都市計画マスタープラン及び立地適正化計画における将来人口は、令和 17 年（2035 年）時点で、

現状のまま対策を講じない場合の推計人口が 53,546 人（国立社会保障人口問題研究所（社人研）推計準拠）

に対して、「人口ビジョン（H27 年）」で設定した目標人口である 61,384 人を人口フレームとしています。 

しかしながら、第 2 次田原市総合計画における令和 2 年国勢調査結果等を踏まえた将来人口は、令和 17

年（2035 年）時点で、現状のまま対策を講じない場合の推計人口 50,116 人（国勢調査ベースで推計）に対し

て、51,237 人としています。 

※1 社人研推計準拠をベースに、合計特殊出生率が上昇した場合のシミュレーション 

※2 社人研による推計（H17 から H22 の人口動向を勘案した推計） 

（※1 及び 2は田原市人口ビジョン（H27 年）資料による） 

※3 国勢調査推計準拠をベースに、合計特殊出生率が上昇し、若年層移動率の減少率を抑制した場合のシミュレーション 

※4 国勢調査人口（H27 及び R2）をベースに、H27 から R2 までの移動率を踏まえたコーホート要因法による独自推計 

  （※3 及び※4は第 2 次田原市総合計画策定関係資料による） 

H22年 H27年 R2年 R7年 R12年 R17年 R22年
(2010年) (2015年) (2020年) (2025年) (2030年) (2035年) (2040年)

現計画 将来人口※1 64,119 64,123 64,162 63,374 62,647 61,384 60,157

現計画 社人研推計準拠※2 64,119 62,197 60,241 58,107 55,909 53,546 50,885

新総合計画 将来人口※3 - - 59,360 56,812 54,142 51,237 48,060

新総合計画 国勢調査推計準拠※4 64,119 62,364 59,360 56,417 53,376 50,116 46,590
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新総合計画の推計人口（国勢調査推計準拠）においては、年齢 3 区分別人口の割合を見ると、老年人口

が年々増加している一方で、生産年齢人口が大きく減少しています。 

図 年齢 3区分別人口の推移（新たな人口推計（総合計画）） 

※R2 までは国勢調査結果、R7以降は推計値 
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年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

図 年齢 3区分別割合の推移（新たな人口推計（総合計画）） 

※R2 までは国勢調査結果、R7以降は推計値 
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豊川市

図 合計特殊出生率の東三河エリアの市との比較（人口動態保健所・市区町村別統計） 

※H25 年～H29 年：愛知県 1.55／全国 1.43 
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2 人口密度の見通し 

国勢調査による小地域人口及び新たな人口推計を基に推計した小地域ごとの将来人口を、建物等が存在

する 100m メッシュに按分して算出した人口密度を以下に示します。 

人口密度に着目すると、令和2年に 1haあたり 40人以上の人口密度であった地区の内、約4割が令和17

年には 1ha あたり 40 人を下回る人口密度となっています。 

図 人口密度（令和 2年） 
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図 人口密度（令和 17 年推計） 
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人口密度の変化に着目すると、市街化区域については福江市街地が令和 2年から令和 17年までに 1ha あた

り 6.3 人の減少と、人口減少が早く進む想定となっています。一方で赤羽根市街地においては、1ha あたり 3.9 人

の減少にとどまり、市街化区域の中では最も緩やかに人口減少が進む想定となっています。 

市街化調整区域については、この 10 年程で新たな住宅建築が進んで地区においては、1ha あたり 1 人未満

の人口増加が想定されています。一方で、その他の地区では人口減少が進むと想定され、1ha あたり 10 人程度

の減少が想定される地区もあります。 

図 人口密度の変化（令和 2年から令和 17 年推計まで）
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１ 分析に用いる災害ハザード情報 
分析で用いる本市の災害想定を示します。なお、本市には田原市街地、臨海市街地、赤羽根市街地及び

福江市街地の 4つの市街化区域が指定されています。災害リスクについては、これら 4 つの市街化区域に着

目して確認します。（なお、以下では 4 つの市街化区域の総称を「市街地」とします。）また、市街化調整区域

においては、コミュニティ協議会（旧小学校区）を基礎とした地区に着目して確認します。 

（1） 洪水による浸水被害 

市域に流れる河川のうち、次の河川について大雨により河川が氾濫した際の被害予想を用います。 

項目 内容 

対象河川 汐川、清谷川、庄司川、宮川、青津川、大日川、蜆川、池尻川、精進川、 

天白川、免々田川、新堀川、今堀川、今池川 

災害の規模 想定最大規模［L2］： 

発生頻度は低いが想定し得る最大

規模の降雨 

発生頻度 1,000 年以上に 1度程度 

例：汐川の 24時間総雨量 821 ㎜ 

計画規模［L1］： 

河川整備に関する計画で安全に流下さ

せる目標とした洪水の規模 

発生頻度 汐川は 50年に 1度程度、 

他の河川は 30年に 1度程度 

例：汐川の 24 時間総雨量 290 ㎜ 

災害情報 
浸水深、浸水継続時間、 

家屋倒壊等氾濫想定区域 
浸水深 

出典 愛知県浸水予想図（令和 4年 3月 25日愛知県公表） 

図 1 市街化区域と地区 
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［洪水 浸水深（想定最大規模［L2］）］ 

田原市街地の汐川等の周辺や福江市街地の免々田川周辺で浸水の被害が想定されています。田原市街

地では概ね 1～2m の浸水が想定され、道路や駐車場等の地盤が低い箇所では 2～3m の浸水が想定されて

います。福江市街地では概ね 1～2mの浸水が想定されています。 

市街化調整区域においては、神戸地区、田原東部地区、童浦地区、田原中部地区、赤羽根地区及び若

戸地区には3～5m、大草地区、衣笠地区、野田地区、高松地区及び泉地区では2～3mの浸水が想定される

箇所があり、亀山地区、中山地区、福江地区及び清田地区では概ね 2m未満の浸水が想定されています。

図 2 洪水浸水深（想定最大規模［L2］）
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図 3 洪水浸水深（想定最大規模［L2］）（田原市街地、福江市街地） 



4 

［洪水 浸水深（計画規模［L1］）］ 

田原市街地の汐川周辺や福江市街地の免々田川周辺で浸水の被害が想定されています。田原市街地で

は概ね0.5m未満の浸水が想定され、道路や駐車場等の地盤が低い箇所では0.5～1mの浸水が想定されて

います。福江市街地では概ね 1m未満の浸水が想定されています。 

市街化調整区域においては、神戸地区、田原東部地区、大草地区及び高松地区では概ね 2m 未満の浸

水が想定されていますが、蜆川及び汐川周辺で 2m 以上の浸水が想定されている箇所があります。また、衣

笠地区、野田地区、高松地区、赤羽根地区、若戸地区、亀山地区、中山地区、福江地区、清田地区及び泉

地区は概ね 2m未満の浸水が想定されています。 

図 4 洪水浸水深（計画規模［L1］）
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図 5 洪水浸水深（計画規模［L1］）（田原市街地、福江市街地）
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［洪水 浸水継続時間（想定最大規模［L2］）］ 

田原市街地では、概ね12時間未満の浸水が継続することが想定されています。福江市街地では、概ね24

時間未満の浸水が継続することが想定されています。 

市街化調整区域では、神戸地区、田原東部地区、童浦地区、田原中部地区、衣笠地区、中山地区及び福

江地区で 24～72 時間浸水が想定されている箇所があります。また、大草地区、野田地区、高松地区、赤羽

根地区、若戸地区、亀山地区、清田地区及び泉地区では概ね 12 時間未満の浸水が継続すると想定されて

います。 

図 6 浸水継続時間（想定最大規模［L2］） 
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図 7 浸水継続時間（想定最大規模［L2］）（田原市街地、福江市街地）



8 

［洪水 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）］ 

市街地においては、田原市街地の汐川等や福江市街地の免々田川の隣接地で、河岸侵食による家屋倒

壊のおそれがあります。 

市街化調整区域においても、河川沿いに河岸侵食による家屋倒壊のおそれがあります。なお、天白川沿

いで家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）に指定されている箇所は、農地であり家屋が存在しないため家屋倒

壊のおそれはありません。 

図 8 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］） 
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図 9 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）（田原市街地、福江市街地）
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（家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）の種類） 

（2） 高潮による浸水被害 

台風や発達した低気圧の通過により生じる高潮による被害予想を用います。 

項目 内容 

災害の規模 想定最大規模［L2］：想定し得る最大規模の台風による高潮 

発生確率 500 年から数千年に一度 

条件：室戸台風級の台風が来襲、堤防等の決壊あり 

過去最大規模［L1］：過去に襲来した規模の台風による高潮 

条件：伊勢湾台風級の台風が来襲、堤防等の決壊なし 

災害情報 浸水深 

出典 高潮浸水想定図、浸水予想図（令和 3年 6月 11日愛知県指定・公表） 

［高潮 浸水深（想定最大規模［L2］）］ 

市街地においては、田原市街地、臨海市街地及び福江市街地で浸水の被害が想定されています。田原

市街地では概ね 3m 未満の浸水が想定され、道路や駐車場等の地盤が低い箇所では 3～5m の浸水が想定

されています。臨海市街地では概ね3m未満の浸水が想定され、工業専用地域を除く住宅地では概ね2m未

満の浸水が想定されています。福江市街地では概ね 2m未満の浸水が想定されています。 

市街化調整区域においては、三河湾沿岸部に概ね 2m 以上の浸水想定が広がっています。田原東部地

区、童浦地区、田原中部地区及び泉地区では 5～10m、福江地区及び中山地区では 3～5m の浸水が想定

される箇所があり、神戸地区、衣笠地区及び亀山地区では概ね 3m未満の浸水が想定されています。 

図 10 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）の種類

出典：国土交通省中部地方整備局資料
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図 11 高潮浸水深（想定最大規模［L2］）
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図 12 高潮浸水深（想定最大規模［L2］）（田原市街地、臨海市街地）
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図 13 高潮浸水深（想定最大規模［L2］）（福江市街地）
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［高潮 浸水深（過去最大規模［L1］）］ 

市街地においては、田原市街地、臨海市街地及び福江市街地で浸水の被害が想定されています。田原

市街地では概ね 1m 未満の浸水が想定され、道路や駐車場等の地盤が低い箇所では 1～2m の浸水が想定

されています。臨海市街地では概ね 2m 未満の浸水が想定され、工業専用地域を除く住宅地では概ね 0.5m

未満の浸水が想定されています。福江市街地では概ね 1m未満の浸水が想定されています。 

市街化調整区域においては、三河湾沿岸部に概ね 1m 以上浸水想定が広がっています。田原東部地区、

童浦地区、田原中部地区及び泉地区では 3～5m の浸水が想定される箇所があります。 

図 14 高潮浸水深（過去最大規模［L1］）
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図 15 高潮浸水深（過去最大規模［L1］）（田原市街地、臨海市街地）
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（3） 津波による浸水被害 

地震により生じる津波被害の予想を用います。 

項目 内容 

災害の規模 想定最大規模：発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害を 

もたらす津波 

発生頻度 1,000 年に一度あるいはそれより発生頻度が低いもの 

災害情報 浸水深 

出典 津波災害警戒区域（令和元年 7月 30 日愛知県指定） 

［津波浸水深］ 

市街地においては、田原市街地及び福江市街地で概ね 1m未満の浸水の被害が想定されています。 

市街化調整区域においては、六連地区から伊良湖地区までの太平洋沿岸部で 10m 以上の浸水が想定さ

れる箇所があり、三河湾沿岸部では田原東部地区、童浦地区、伊良湖地区及び福江地区で 3～5m の浸水

が想定される箇所があります。また、野田地区、亀山地区、中山地区及び泉地区では 2～3m の浸水が想定さ

れる箇所があります。 

図 16 高潮浸水深（過去最大規模［L1］）（福江市街地）
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図 17 津波浸水深

三
河
湾

太
平
洋



18 

図 18 津波浸水深（田原市街地、福江市街地）
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（4） 土砂災害による被害 

大雨や地震により、斜面が崩れるなどによる土砂災害について本市で災害の発生が想定される急傾斜地

の崩壊と、土石流の被害想定を用います。 

項目 内容 

土砂災害の種類 急傾斜地の崩壊：大雨や地震等をきっかけに、急な斜面が崩壊する現象 

土石流      ：大雨に伴い、大量の土砂が激しく流れ出る現象 

地すべり     ：地下水等の影響により、土地の一部が滑る現象 

（本市において、該当地区なし） 

出典 土砂災害警戒区域、特別警戒区域（愛知県指定（令和 5年 3月時点）） 

（土砂災害警戒区域及び土砂災害の種類） 

土砂災害警戒区域 

急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危害が生じるおそれがある

と認められる区域であり、危険の周知、警戒避難体制の整備が行われます。

土砂災害特別警戒区域 

急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい

危害が生ずるおそれがあると求められる区域で、特定の開発行為に対する許可制、建築物

の構造規制等が行われます。

※市街地において、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域、急傾斜地崩壊

危険箇所、土石流危険渓流が指定されている区域については、現計画においてすでに居住誘導区域から

除外しています。 

図 19 土砂災害の種類

出典:砂災害防止法の概要（国土交通省HP） 
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［土砂災害警戒区域、特別警戒区域］ 

田原市街地には、急傾斜地の崩壊が想定される土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域、土石流

が想定される土砂災害警戒区域があります。臨海市街地と福江市街地には、土砂災害警戒区域及び土砂災

害特別警戒区域があります。 

市街化調整区域においては、田原南部地区、野田地区、和地地区、伊良湖地区及び清田地区で特に土

砂災害のおそれが想定されています。 

図 20 土砂災害警戒区域及び特別警戒区域 
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図 21 土砂災害警戒区域及び特別警戒区域（田原市街地、臨海市街地）
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図 22 土砂災害警戒区域及び特別警戒区域（福江市街地）
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２ 災害を被る都市の情報 
災害ハザードによる影響を被る都市の情報として、以下を用います。 

項目 内容 

人口 

人口分布（令和 2年国勢調査による小地域人口を建物等が存在する 100m メッシュ

に按分して算出） 

要援護者割合（令和 2年国勢調査結果を基に算定） 

指定緊急避難場所

と福祉施設 

地域防災計画で指定している避難場所 

地域包括支援センター、高齢者福祉施設（通所介護、認知症対応型共同生活介護） 

建築物[階数]

（市街化区域内） 
建物の立地状況［階数］（都市計画基礎調査 ※市街化区域のみ） 

（災害時要援護者人口） 

・ 人的被害を受けるおそれが高いと考えられる高齢者、乳幼児、妊婦、障がい者で、

以下により推計

高齢者 ＝ ［65 歳以上人口」） 

乳幼児 ＝ ［0～4歳人口］＋［5～9歳人口］× 2/5） 

妊 婦 ＝ ［0～4歳人口］× 1/5 × 1/4） 

障がい者＝（[65 歳未満人口］－［乳幼児］－［妊婦］）× 4% 

出典：国土交通省水管理局・国土保全局「水害被害指標分析の手引き（H25 試行版）」
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図 23 人口密度（令和 2年）
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図 24 要援護者割合（令和 2年）
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図 25 指定緊急避難場所（田原市地域防災計画より）及び福祉施設
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図 26 建物階数（田原市街地、臨海市街地）
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図 27 建物階数（赤羽根市街地、福江市街地）
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３ 災害リスクの分析 
（1） 災害リスク分析の視点 

災害ハザードの情報と都市の情報を重ね合わせ、下記の視点から分析を行い災害による影響が大きい 

課題のある地区を確認します。 

視点 内容 

①人口密度 人口密度を踏まえた災害の状況を確認します。 

②要援護者割合 災害時要援護者の割合を踏まえた災害の状況を確認します。 

③指定緊急避難場所

と福祉施設 

指定緊急避難場所（田原市地域防災計画）と福祉施設の地域包括支援センター、

高齢者福祉施設（通所介護、認知症対応型共同生活介護）の災害の状況を確認

します。 

④垂直避難すること

が出来るか 

洪水等により市街地の浸水が想定される際に、建物内で一時的に浸水しない階

等に垂直避難することが出来るか建物の分布状況にて確認します。 

（着目する浸水深） 

・ 浸水深については、２階部分が浸水する可能性が高まる「浸水深 3m 以上」と、床上浸水のおそれ
がある「浸水深 0.5m 以上」に着目します。 

・ ただし、津波浸水については東日本大震災での被害状況や国の被害想定手法を踏まえ、家屋へ
の影響が多くなる「浸水深 2m以上」と、人的被害が生じ始める「浸水深 0.3m以上」に着目します。 

浸水深 30㎝で死者
が発生し始める

浸水深 1mでは津波に
巻き込まれると死亡

図 一般的な住宅外観と浸水深の関係 出典：「水害ハザードマップ作成の手引き」（国土交通省）から抜粋した図を一部加工 

図 浸水深と建物被災状況の関係 
出典：国土交通省、 

東日本大震災による被災現況調査結果（第 1 次報告） 

図 浸水深別の死者率関数 
出典：内閣府、南海トラフの巨大地震建物被害・人的被害の

被害想定項目及び手法の概要 

２階部分が水没 

１階部分が水没 

床上浸水の目安 
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（2） 災害リスクの評価 
① 人口密度を踏まえた災害状況 

［洪水 浸水深（想定最大規模［L2］）×人口密度］ 

２階部分が浸水するおそれのある浸水深 3m 以上が想定されている箇所は、市街化区域において該当は

ありません。市街化調整区域においては、神戸地区、田原東部地区、童浦地区、田原中部地区、赤羽根地

区及び若戸地区に浸水深 3m以上の浸水が想定される箇所があります。 

田原市街地、福江市街地で浸水（想定最大規模［L2］）が想定されている範囲の人口密度は、概ね 30～40

人/ha となっています。人口密度が 40 人/ha 以上となる田原市街地の東赤石や福江市街地の保美町では、

浸水深が 3m 未満と想定されています。また、市街化調整区域では、人口密度 30～40 人/ha の高松地区、

人口密度 20～30 人/ha の野田地区及び中山地区、人口密度 20 人/ha 未満の田原東部地区及び泉地区に

おいて、浸水深が概ね 3m未満と想定されています。 

図 28 洪水浸水深（想定最大規模［L2］）と人口密度
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図 29 洪水浸水深（想定最大規［L2］）と人口密度 市街地拡大図
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［洪水 浸水深（計画規模［L1］）×人口密度］ 

２階部分が浸水するおそれのある浸水深 3m 以上が想定されている地区は、市街化区域、市街化調整区

域とも該当はありません。 

人口密度が 30～40 人/ha となる田原市街地及び福江市街地の一部で、浸水深（計画規模［L1］）が概ね

3m 未満が想定されています。また、市街化調整区域において、田原東部地区の人口密度 20 人/ha 未満の

箇所で、浸水深が概ね 3m未満と想定されています。 

図 30 洪水浸水深（計画規模（L1））と人口密度
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図 31 洪水浸水深（計画規模［L1］）と人口密度 市街地拡大図
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［洪水 浸水継続時間（想定最大規模［L2］）×人口密度］ 

浸水継続時間が長引くと、ライフラインが途絶えるなど生活が困難となるおそれがあります。なお、一般的に

備蓄品は災害発生時から 72 時間分を用意することが望ましいとされていますが、本市においては浸水継続

時間が 72 時間を超える箇所は存在しません。 

田原市街地及び福江市街地で浸水継続が想定されている範囲の人口密度は、概ね 30～40 人/ha となっ

ています。人口密度が 40 人/ha 以上となる田原市街地の東赤石では、浸水継続時間が 12 時間未満と想定

されており、同じく人口密度 40 人/ha 以上となる福江市街地の保美町の一部では、浸水継続時間が 24 時間

以上と想定されています。また、市街化調整区域では、野田地区及び中山地区の人口密度 20～30 人/ha の

箇所、田原東部地区及び泉地区の人口密度 20 人/ha 未満の箇所において、浸水継続時間が概ね 24 時間

未満と想定されています。

図 32 浸水継続時間（想定最大規模［L2］）と人口密度



35 

図 33 浸水継続時間（想定最大規模［L2］）と人口密度 市街地拡大図
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［洪水 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）×人口密度］ 

人口密度が概ね 30～40 人/ha となる田原市街地及び福江市街地の一部で、洪水による河岸侵食で家屋

倒壊の危険が想定されています。 

また、市街化調整区域において、野田地区の人口密度 20～30 人/ha の地区、泉地区の人口密度 20 人

/ha 未満の箇所で、洪水による河岸浸食で家屋倒壊の危険が想定されています。 

図 34 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）と人口密度
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図 35 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）と人口密度 市街地拡大図
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［高潮 浸水深（想定最大規模［L2］）×人口密度］ 

２階部分が浸水するおそれのある浸水深3m以上が想定されている箇所は、市街化区域においては、田原

市街地の道路や駐車場等の地盤が低いところで想定されています。市街化調整区域においては、田原東部

地区、童浦地区、田原中部地区、福江地区、中山地区及び泉地区に 3m 以上の浸水が想定される箇所があ

ります。 

田原市街地、臨海市街地及び福江市街地で浸水（想定最大規模［L2］）が想定されている範囲の人口密

度は、概ね 30～40 人/ha となっています。人口密度が 40 人/ha 以上となる田原市街地の東赤石、臨海市街

地の光崎及び福江市街地の保美町では、浸水深が概ね 3m未満と想定されています。 

また、市街化調整区域では、中山地区の人口密度 20～30 人/ha の箇所、野田地区及び泉地区の人口密

度 20人/ha 未満の箇所において、浸水深が概ね 3m未満と想定されています。 

図 36 高潮浸水深（想定最大規［L2］）と人口密度



39 

図 37 高潮浸水深（想定最大規［L2］）と人口密度 市街地拡大図
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［高潮 浸水深（過去最大規模［L1］）×人口密度］

２階部分が浸水するおそれのある浸水深3m以上が想定されている箇所は、市街化区域においては、該当

はありません。市街化調整区域においては、田原東部地区、童浦地区、田原中部地区及び泉地区では浸水

深 3m以上が想定される箇所があります。 

田原市街地、臨海市街地及び福江市街地で浸水（過去最大規模［L1］）が想定されている範囲の人口密

度は、概ね 30～40 人/ha となっています。人口密度が 40 人/ha 以上となる臨海市街地の光崎では、浸水深

が 0.5m 未満と想定されています。また、市街化調整区域では、野田地区及び泉地区の人口密度 20 人/ha

未満の箇所において、浸水深が概ね 3m未満と想定されています。 

図 38 高潮浸水深（過去最大規［L1］） と人口密度
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図 39 高潮浸水深（過去最大規［L1］）と人口密度 市街地拡大図
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［津波浸水深×人口密度］ 

田原市街地及び福江市街地で津波浸水が想定されている範囲の人口密度は、概ね 30～40 人/ha となっ

ています。人口密度が 40 人/ha 以上となる福江市街地の保美町では、浸水深が概ね 2m 未満と想定されて

います。 

また、市街化調整区域では、若戸地区、堀切地区、伊良湖地区及び中山地区の人口密度 20～30 人/ha

の箇所において、浸水深が 2m 以上と想定されています。亀山地区の人口密度 20～30 人/ha の箇所、泉地

区の人口密度 20人/ha 未満の箇所において、浸水深が概ね 2m未満と想定されています。 

図 40 津波浸水深と人口密度
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図 41 津波浸水深と人口密度 市街地拡大図



44 

［土砂災害×人口密度］ 

田原市街地、臨海市街地及び福江市街地で土砂災害が想定されている箇所の人口密度は、概ね 30～40

人/ha となっています。また、市街化調整区域では、全域にわたり急傾斜地付近等で土砂災害が想定される

箇所が分布しています。このなかで、野田地区（ほると台）の人口密度 40 人/ha 以上の地区において、土砂

災害のおそれがあります。 

図 41 土砂災害（特別）警戒区域図 42 土砂災害(特別)警戒区域と人口密度
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図 43 土砂災害(特別)警戒区域と人口密度 市街地拡大図
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② 要援護者割合を踏まえた災害の状況 

［洪水 浸水深（想定最大規模［L2］）×要援護者割合］ 

田原市街地の要援護者割合が概ね 30～40%となる地区、福江市街地の要援護者割合が概ね 40％以上と

なる地区において、浸水深が概ね 3m 未満と想定されています。また、市街化調整区域では、泉地区の要援

護者割合が 40％以上となる箇所において、浸水深が概ね 3m未満と想定されています。 

図 44 洪水浸水深（想定最大規［L2］）と要援護者割合
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［高潮 浸水深（想定最大規模［L2］）×要援護者割合］ 

田原市街地の要援護者割合が概ね 30～40%となる箇所において、浸水深（想定最大規模［L2］）が 3m 以

上と想定されるところがあります。一方で、福江市街地の要援護者割合が概ね 40％以上の箇所において、浸

水深が概ね3m未満と想定されています。また、市街化調整区域では、野田地区、中山地区及び泉地区の要

援護者割合が 40％以上となる箇所において、浸水深が概ね 3m未満と想定されています。 

図 45 高潮浸水深（想定最大規模［L2］）と要援護者割合
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［津波浸水深×要援護者割合］ 

田原市街地の要援護者割合が概ね 30～40%となる地区、福江市街地の要援護者割合が概ね 40％以上と

なる箇所において、浸水深が概ね 2m 未満と想定されています。また、市街化調整区域では、若戸地区、堀

切地区、伊良湖地区及び中山地区の要援護者割合が40％以上となる箇所において、浸水深が2m以上と想

定されています。亀山地区及び泉地区の要援護者割合が 40％以上となる箇所において、浸水深が 2m 未満

と想定されています。 

図 46 津波浸水深と要援護者割合
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③ 指定緊急避難場所と福祉施設の災害状況 

［洪水 浸水深（想定最大規模［L2］）×指定緊急避難場所・福祉施設］ 

緊急避難場所（風水害避難所）で浸水深 3m 以上が想定される施設はありませんが、浸水深 0.5～3ｍが想

定されている箇所が泉地区に 1か所あります。 

福祉施設で浸水深3m以上が想定されている箇所はありませんが、浸水深0.5～3ｍが想定されている箇所

は、田原東部地区で 1 か所、神戸地区で 1か所、田原中部地区で 1か所あり、浸水深 0.5ｍ未満が想定され

ている箇所は、泉地区で 1か所あります。  

図 47 洪水浸水深（想定最大規模［L2］）と指定緊急避難場所・福祉施設
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図 48 洪水浸水深（想定最大規［L2］）と指定緊急避難場所・福祉施設 市街地拡大図
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［洪水 浸水深（計画規模［L1］）×指定緊急避難場所・福祉施設］ 

緊急避難場所（風水害避難所）で浸水が想定される施設はありません。 

福祉施設で浸水深3m以上が想定されている箇所はありませんが、浸水深0.5～3ｍが想定されている箇所

は、田原東部地区で 1 か所あります。 

図 49 洪水浸水深（計画規模（L1））と指定緊急避難場所・福祉施設
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図 50 洪水浸水深（計画規模［L1］）と指定緊急避難場所・福祉施設 市街地拡大図
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［洪水 浸水継続時間（想定最大規模［L2］）×指定緊急避難場所・福祉施設］ 

緊急避難場所（風水害避難所）で浸水継続時間が72時間を超えると想定される施設はありませんが、浸水

継続時間が 12 時間未満に想定されている箇所が泉地区に 1か所あります。 

福祉施設で浸水継続時間が12～72時間に想定されている箇所はありませんが、浸水継続時間が12時間

未満に想定されている箇所は、田原東部地区で 1か所、田原中部地区で 1か所、泉地区で 1か所あります。 

図 51 浸水継続時間（想定最大規模［L2］）と指定緊急避難場所・福祉施設
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図 52 浸水継続時間（想定最大規模［L2］）と指定緊急避難場所・福祉施設 市街地拡大図
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［洪水 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）×指定緊急避難場所・福祉施設］ 

緊急避難場所（風水害避難所）で家屋倒壊等氾濫想定区域に立地する施設はありません。 

福祉施設で家屋倒壊等氾濫想定区域に立地する施設はありません。 

図 53 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）と指定緊急避難場所・福祉施設
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図 54 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）と指定緊急避難場所・福祉施設 市街地拡大図
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［高潮 浸水深（想定最大規模［L2］）×指定緊急避難場所・福祉施設］ 

緊急避難場所（風水害避難所）で浸水深 3m 以上が想定される施設はありませんが、浸水深 0.5～3ｍが想

定されている箇所が泉地区に 1か所あります。 

福祉施設で浸水深3m以上が想定されている箇所はありませんが、浸水深0.5～3ｍが想定されている箇所

は、神戸地区で 1 か所、田原中部地区で 1 か所、泉地区で 1 か所あり、浸水深 0.5ｍ未満が想定されている

箇所は、中山地区で 1 か所あります。 

図 55 高潮浸水深（想定最大規［L2］）と指定緊急避難場所・福祉施設
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図 56 高潮浸水深（想定最大規［L2］）と指定緊急避難場所・福祉施設 市街地拡大図
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［高潮 浸水深（過去最大規模［L1］）×指定緊急避難場所・福祉施設］ 

緊急避難場所（風水害避難所）で浸水が想定される施設はありません。 

福祉施設で浸水深 0.5m 以上が想定されている箇所はありませんが、浸水深 0.5ｍ未満が想定されている

箇所は、田原中部地区で 1か所、泉地区で 1か所あります。

図 57 高潮浸水深（過去最大規［L1］） と指定緊急避難場所・福祉施設
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図 58 高潮浸水深（過去最大規［L1］）と指定緊急避難場所・福祉施設 市街地拡大図
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［津波浸水深×指定緊急避難場所・福祉施設］ 

緊急避難場所（地震避難所）で浸水深 2m以上が想定される施設はありません。 

福祉施設で浸水深2m以上が想定されている箇所はありませんが、浸水深0.3～2ｍが想定されている箇所

は、泉地区で 1 か所あり、浸水深 0.3ｍ未満が想定されている箇所は、神戸地区で 1 か所、田原中部地区で

1か所、堀切地区で 1 か所あります。 

図 59 津波浸水深と指定緊急避難場所・福祉施設
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図 60 津波浸水深と指定緊急避難場所・福祉施設 市街地拡大図



63 

［土砂災害×指定緊急避難場所・福祉施設］ 

緊急避難場所（風水害避難所）で土砂災害による被害のおそれがある施設は、野田地区に 1 か所あります。

（土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊）内の施設） 

福祉施設で土砂災害による被害のおそれがある施設はありません。 

図 61 土砂災害(特別)警戒区域と指定緊急避難場所・福祉施設
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図 62 土砂災害(特別)警戒区域と指定緊急避難場所・福祉施設 市街地拡大図
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④ 垂直避難することが出来るか 

［洪水 浸水深（想定最大規模［L2］）×建物］ 

田原市街地及び福江市街地において、床上浸水のおそれがある浸水深 0.5m 以上の想定区域に、1 階建

ての建物が多く存在します。

市街地
避難リスクの高い

建物割合（延床面積）

田原 4.5%

臨海 0.0%

赤羽根 0.0%

福江 8.2%

図 63 洪水浸水深（想定最大規模［L2］）と建物階数
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［洪水 浸水深（計画規模［L1］）×建物］ 

田原市街地及び福江市街地において、床上浸水のおそれがある浸水深 0.5m 以上の想定区域に、1 階建

ての建物が存在します。 

市街地
避難リスクの高い

建物割合（延床面積）

田原 0.0%

臨海 0.0%

赤羽根 0.0%

福江 0.7%

図 64 洪水浸水深（計画規模［L1］）と建物階数
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［洪水 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）×建物］ 

田原市街地及び福江市街地において、家屋倒壊等氾濫想定区域に建物が存在し、家屋流出等のおそれ

があります。

市街地
避難リスクの高い

建物割合（延床面積）

田原 2.6%

臨海 0.0%

赤羽根 0.0%

福江 4.7%

図 65 家屋倒壊等氾濫想定区域（想定最大規模［L2］）と建物立地
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［高潮 浸水深（想定最大規模［L2］）×建物］ 

田原市街地、臨海市街地及び福江市街地において、床上浸水のおそれがある浸水深 0.5m以上での 1階

建ての建物及び 2階部分が浸水する可能性が高まる浸水深 3m以上での 2階建ての建物が存在します。 

このうち約 2割の建物が臨海市街地に存在し、このほとんどは工場又は運輸倉庫です。

図 66 高潮浸水深（想定最大規模［L2］）と建物階数

市街地
避難リスクの高い

建物割合（延床面積）

田原 6.4%

臨海 22.4%

赤羽根 0.0%

福江 12.0%
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［高潮 浸水深（過去最大規模［L1］）×建物］ 

田原市街地、臨海市街地及び福江市街地において、床上浸水のおそれがある浸水深0.5m以上の想定区

域で 1階建ての建物が存在します。 

市街地
避難リスクの高い

建物割合（延床面積）

田原 0.6%

臨海 4.0%

赤羽根 0.0%

福江 1.2%

図 67 高潮浸水深（過去最大規模［L1］）と建物階数
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［津波浸水深×建物］ 

田原市街地及び福江市街地において、人的被害が生じ始める浸水深 0.3m 以上（～2ｍ）の想定区域で 1

階建ての建物が存在しています。 

市街地
避難リスクの高い

建物割合（延床面積）

田原 0.8%

臨海 0.0%

赤羽根 0.0%

福江 5.3%

図 68 津波浸水深と建物階数
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４ 課題の整理 
前項目までで整理した災害リスクの課題をまとめると、下記の通りとなります。 

① 洪水における主な課題 

［想定最大規模［L2］］ 

・田原市街地及び福江市街地で概ね浸水深2m未満の浸水被害が生じるおそれのある範囲が広がって
おり、垂直避難が困難な1階建ての建物が存在します。 

・福江市街地では12～24時間の浸水（0.5m以上）が継続するおそれがあります。 
・河川隣接地では河岸が侵食されるおそれがあり、家屋流出のおそれがある建物も存在します。 
・市街化調整区域にある居住地等において、河川付近で浸水深2m未満の被害が生じるおそれのある
地区があります。（田原東部地区、野田地区、高松地区、中山地区、泉地区） 

・福江市街地や泉地区では災害時要援護者の割合が高くなっています。（※計画規模［L1］においても同様）
・緊急避難場所（風水害避難所）で浸水深0.5～3ｍが想定されている箇所が泉地区に1か所あります。 
・福祉施設で浸水深0.5～3ｍが想定されている箇所が各1か所（神戸地区、田原東部地区及び田原中
部地区）あり、浸水深0.5ｍ未満が想定されている箇所が泉地区で1か所あります。 

・緊急避難場所（風水害避難所）で浸水継続時間が12時間未満に想定されている箇所が泉地区に1か
所あります。 

・福祉施設で浸水継続時間が12時間未満に想定されている箇所が各1か所（田原東部地区、田原中部
地区及び泉地区）あります。 

［計画規模［L1］］ 

・田原市街地で概ね浸水深0.5m未満、福江市街地で概ね浸水深1m未満の浸水被害が生じるおそれ
のある範囲が広がっています。 

・市街化調整区域にある住宅地等において、河川付近で浸水深2m未満の被害が生じるおそれのある
地区があります。（田原東部地区） 

・福祉施設で浸水深0.5～3ｍが想定されている箇所は、田原東部地区で1か所あります。 
② 高潮における主な課題 

［想定最大規模［L2］］ 

・田原市街地で概ね浸水深3m未満、臨海市街地の住宅地及び福江市街地で概ね浸水深2m未満の高
潮被害が生じるおそれのある範囲が広がっており、垂直避難が困難な建物が存在します。 

・市街化調整区域にある住宅地等において、三河湾沿岸部で浸水深3m未満の高潮被害が生じるおそ
れのある地区があります。（野田地区、中山地区、泉地区） 

・福江市街地や野田地区、中山地区、泉地区では災害時要援護者の割合が高くなっています。 
（※過去最大規模［L1］においても同様）

・緊急避難場所（風水害避難所）で浸水深0.5～3ｍが想定されている箇所が泉地区に1か所あります。 
・福祉施設で浸水深0.5～3ｍが想定されている箇所が各1か所（神戸地区、田原中部地区及び泉地区）
あり、浸水深0.5ｍ未満が想定されている箇所が中山地区で1か所あります。 

［過去最大規模［L1］］ 

・田原市街地及び福江市街地で概ね浸水深1m未満の高潮被害が生じるおそれのある範囲が広がって
おり、垂直避難が困難な1階建ての建物も存在します。臨海市街地の住宅地で概ね浸水深0.5m未満

の高潮被害が生じるおそれのある範囲があります。 

・市街化調整区域の住宅地等がある三河湾沿岸部において、概ね浸水深2m未満の高潮被害が生じる
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おそれのある地区があります。（野田地区、泉地区） 

・福祉施設で浸水深0.5ｍ未満が想定されている箇所が各1か所（田原中部地区及び泉地区）あります。 
③ 津波における主な課題 

・田原市街地及び福江市街地で概ね浸水深1m未満の津波被害が生じるおそれのある範囲が広がって
います。 

・市街化調整区域の住宅地等がある沿岸部において、太平洋沿岸部の地区では浸水深5m以上、三河
湾沿岸部の地区では概ね浸水深2m未満の津波被害が生じるおそれのある地区があります。（若戸地

区、堀切地区、伊良湖地区、亀山地区、中山地区、泉地区） 

・福江市街地や若戸地区、堀切地区、伊良湖地区、中山地区、亀山地区、泉地区では災害時要援護
者の割合が高くなっています。 

・福祉施設で浸水深0.3～2ｍが想定されている箇所が泉地区で1か所あり、浸水深0.3ｍ未満が想定さ
れている箇所が各1か所（神戸地区、田原中部地区及び堀切地区）あります。 

④ 土砂災害における主な課題 

・田原市街地、臨海市街地及び福江市街地に、急傾斜地の崩壊等による土砂災害のおそれのある区
域があります。 

・市街化調整区域において、急傾斜地の崩壊等による土砂災害のおそれのある区域があります。（田原
南部地区、野田地区、和地地区、伊良湖地区、清田地区） 

・野田地区において、急傾斜地の崩壊による土砂災害のおそれのある区域に緊急避難場所（風水害避
難所）が1施設立地しています。 
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洪水 
浸水深(L2)：～2m、（L1）：～1m
継続時間：～24時間 
家屋倒壊のおそれ 
高潮浸水 
浸水深(L2)：～2m、(L1)：～1m 
津波浸水 
浸水深：～1m 
急傾斜地等で土砂災害のおそれ 
※要援護者割合が高い

洪水 
浸水深(L2)：～2m、 

(L1）：～0.5m 
継続時間：～12時間 
家屋倒壊のおそれ 
高潮浸水 
浸水深(L2)：～3m、 

(L1)：～1m 
津波浸水 
浸水深：～1m 
急傾斜地等で土砂災害のおそれ 
福祉施設 洪水浸水深(L2, L1)0.5～3m

浸水継続時間 12時間未満 
     高潮浸水深(L2)0.5～3m 
     高潮浸水深(L1)0.5m未満 
     津波浸水深 0.3m未満 

洪水 
浸水深(L2)：～2m、 

(L1）：～2m 
継続時間：～12時間 
福祉施設 洪水浸水深(L2, L1)0.5～3m

浸水継続時間 12時間未満 

津波浸水 浸水深：5m以上 
※要援護者割合が高い 
福祉施設 津波浸水深 0.3m未満 

津波浸水 
浸水深：～1m 
※要援護者割合が高い

洪水 
浸水深(L2)：～2m 
継続時間：～12時間
高潮浸水 
浸水深(L2)：～3m 
津波浸水 
浸水深：～2m 
※要援護者割合が高い

洪水 
浸水深(L2)：～2m 
継続時間：～12時間 
家屋倒壊のおそれ 
高潮浸水 
浸水深(L2)：～3m、 

(L1)：～2m 
津波浸水 
浸水深：～2m 
※要援護者割合が高い 
緊急避難場所 洪水浸水深(L2)0.5～3m 
       浸水継続時間 12時間未満 
       高潮浸水深(L2)0.5～3m 
福祉施設 浸水継続時間 12時間未満 
     高潮浸水深(L2)0.5～3m 
     高潮浸水深(L1)0.5m未満 
     津波浸水深 0.3～2m 

洪水 
浸水深(L2)：～2m 
継続時間：～12時間 
家屋倒壊のおそれ 
土砂災害のおそれのある区域
に風水害避難場所が立地

高潮浸水 
浸水深(L2)：～3m、

(L1)：～2m 
※要援護者割合が高い

高潮浸水 
浸水深(L2)：～2m、 

(L1)：～0.5m 
急傾斜地等で土砂災害のおそれ 

洪水 
浸水深(L2)：～2m

急傾斜地等で土砂災害のおそれ
津波浸水 
浸水深：～5m 
※要援護者割合が高い

この図は主な居住地における災害リスクの状況を示したもので、 
図で示した箇所以外でも災害による被害が生じるおそれがあります。 

市街化調整区域の一部 

※ L2：想定最大規模 
L1：計画規模（洪水）、過去最大規模（高潮） 

※工業専用地域を除く住宅地

福祉施設 
高潮浸水深(L2)0.5m未満 
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田原市都市計画マスタープラン等改定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条の２第１項に規定する市町

村の都市計画に関する基本方針（以下「都市計画マスタープラン」という。）及び都市

再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８１条第１項に規定する住宅及び都市

機能増進施設の立地の適正化を図るための計画（以下「立地適正化計画」という。）の

改定にあたり、必要な事項を協議するため、田原市都市計画マスタープラン等改定委

員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の改定に関する事項そ

の他必要な事項について、協議検討を行い、市長に提言するものとする。 

 （組織） 

第３条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 市民、各種団体等の代表者 

(3) 交通事業者 

(4) 行政機関の職員 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、市長が委嘱し、又は任命した日から都市計画マスタープラン及

び立地適正化計画の改定の日までとする。 

（役員の定数及び選任） 

第５条 委員会に次の役員を置く。 

(1) 委員長 １人 

(2) 職務代理者 １人 

２ 委員長は、委員の互選とする。 

３ 職務代理者は、委員のうちから委員長が指名する。 

 （役員の職務） 

第６条 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 職務代理者は委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員は、代理者を会議に出席させることができる。 

３ 委員会は、委員（その代理者を含む。次項において同じ。）の半数以上の出席がなけ

れば、会議を開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ
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による。 

５ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、資料を提出させ、

又は会議への出席を依頼し、助言等を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、田原市都市建設部街づくり推進課において処理するものとす

る。 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委

員会に諮って定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和５年７月１日から施行する。 

２ 第７条第１項の規定にかかわらず、最初の会議は市長が招集する。 


